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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筒状フィルム中に所定間隔毎に供給された各物品間において、筒状フィルムを上下一対
のシール体で挟持して横シールを施す横シール手段と、前記シール体でフィルムを挟持す
る際に、筒状フィルムの側方を押し込んでガセットを形成するガセット形成手段と、前記
横シール手段の下流に設けた搬出コンベヤと、を備えた横形製袋充填機におけるフィルム
押さえ装置であって、
　前記筒状フィルムの上面を支持可能な押さえ部材と、
　該押さえ部材と一体的に昇降動可能に支持した位置規定手段と、
　上シール体を支持した支持部材と、
　該支持部材と前記位置規定手段を係合する係合部と、を有する整形手段と、
　前記物品が供給された前記筒状フィルムを下方から支えると共に、前記押さえ部材の下
降時に、前記位置規定手段を受け支える搬送ベッドを有し、
　前記整形手段は、前記シール体の下流に配設され、
　前記係合部は、前記位置規定手段を前記搬送ベッドで受け支えた際に係合を解除して、
該位置規定手段に対する前記支持部材の移動を許容し、
　前記位置規定手段は、前記シール体がフィルムへ接触する時期に応じて前記搬送ベッド
で受け支えられて、前記押さえ部材を、前記搬出コンベヤの上を搬送される筒状フィルム
の上面を押さえて支持する支持高さに位置付けるよう構成した
ことを特徴とする横形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置。
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【請求項２】
　前記係合部は、前記上シール体の下降位置に対して前記押さえ部材が一定の前記支持高
さに位置付く押さえ時期を調節する調節手段を設けたことを特徴とする請求項１記載の横
形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置。
【請求項３】
　前記位置規定手段は、該位置規定手段が前記搬送ベッドで受け支えられた際の前記押さ
え部材による筒状フィルムにおける上面の支持高さを変更可能な調節手段を設けたことを
特徴とする請求項１または２記載の横形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置。
【請求項４】
　前記位置規定手段は、スライドロッドが前記支持部材に摺動自在に支持されると共に前
記押さえ部材が配設された本体と、該本体に配設されて前記搬送ベッドに支えられる規定
部材を備えると共に、前記位置規定手段は、前記係合部での係合状態で下方付勢され、
　前記係合部における係合の解除により、前記スライドロッドに沿って前記支持部材が移
動するよう構成したことを特徴とする請求項１～３の何れか一項に記載の横形製袋充填機
におけるフィルム押さえ装置。
【請求項５】
　前記一対のシール体は、相互に離間する位置から相互に接近して筒状フィルムを挟持し
、挟持状態で下流側に向けて移動した後に、相互に離間し上流側に復帰する動作を行うよ
う構成され、
　前記整形手段は、前記支持部材に昇降動可能に配設されると共に、回転自在にローラを
備え、
　該ローラは、シール体の下流側に向けた移動時に、前記搬送ベッドを転動するよう構成
したことを特徴とする請求項１～４の何れか一項に記載の横形製袋充填機におけるフィル
ム押さえ装置。
【請求項６】
　前記シール体の上流において、案内面上を搬送される筒状フィルムの上面を覆う上部ガ
イドと、左右両側面を案内する側部ガイドとにより筒状フィルムを角筒状に案内する案内
手段を設けたことを特徴とする請求項１～５の何れか一項に記載の横形製袋充填機におけ
るフィルム押さえ装置。
【請求項７】
　前記整形手段は、前記支持部材における前記シール体を挟む上流と下流との夫々に配設
したことを特徴とする請求項１～５の何れか一項に記載の横形製袋充填機におけるフィル
ム押さえ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、横形製袋充填機において筒状フィルムに横シールを施す際に、筒状フィルム
を上方から押さえるフィルム押さえ装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　横形製袋充填機において、筒状フィルム中に所定間隔毎に供給された各物品間に、筒状
フィルムの送り方向と交差する方向に横シールを施す際に、袋内の余分な空気を排除する
ように包装する脱気包装が行われる。例えば、特許文献１に開示の脱気装置では、上シー
ル体と一体的に移動する押さえ体と、その押さえ体を昇降動するエアシリンダを設けて、
エアシリンダを所定のタイミングで動作して、押さえ体を脱気位置まで下降して物品の上
面に筒状フィルムを上方から押さえ付けたもとで、シール体により筒状フィルムに横シー
ルを施すと共に、シール体に内装されたナイフによって筒状フィルムを切断してピロー包
装品を得るようにしている。これにより、得られたピロー包装品における袋内は脱気され
て、内容物の周囲で袋が膨らむことなく、整形された包装品を得ることができる。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第５４３２２１２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に開示の脱気装置では、横シールする際に、筒状フィルムの左右の側面を押
し込んでガセット付包装体を得る際には、筒状フィルムをシール体で挟み込む前に筒状フ
ィルムの上面を押さえ体で押さえた上で、フィルムを両側から押し込んでガセットを形成
するようにしている。しかし、スポンジなどの弾性体で構成された押さえ体をエアシリン
ダにより脱気位置まで移動したもとで、上シール体が更に下降して筒状フィルムを下シー
ル体とで挟み込むため、脱気位置まで移動した押さえ体が上シール体と一体に下降して高
さ位置が低くなってしまい、物品の上面に筒状フィルムを強く押さえ付けるため、軟弱な
物品などでは、物品にダメージを与えてしまうといった問題がある。
【０００５】
　そこで本発明は、筒状フィルムの支持高さを一定に維持して、物品にダメージを与える
ことなく良好に整形されたピロー包装品を得ることができる横形製袋充填機におけるフィ
ルム押さえ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本願の請求項１に係る発明の横形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置は、
　筒状フィルム(F)中に所定間隔毎に供給された各物品(W,W)間において、筒状フィルム(F
)を上下一対のシール体(11,12)で挟持して横シールを施す横シール手段(10)と、前記シー
ル体(11,12)でフィルムを挟持する際に、筒状フィルム(F)の側方を押し込んでガセットを
形成するガセット形成手段(21)と、前記横シール手段(10)の下流に設けた搬出コンベヤ(1
4)と、を備えた横形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置であって、
　前記筒状フィルム(F)の上面を支持可能な押さえ部材(25)と、
　該押さえ部材(25)と一体的に昇降動可能に支持した位置規定手段(M)と、
　上シール体(11)を支持した支持部材(15)と、
　該支持部材(15)と前記位置規定手段(M)を係合する係合部(42,43)と、を有する整形手段
(22)と、
　前記物品(W)が供給された前記筒状フィルム(F)を下方から支えると共に、前記押さえ部
材(25)の下降時に、前記位置規定手段(M)を受け支える搬送ベッド(19)を有し、
　前記整形手段(22)は、前記シール体(11)の下流に配設され、
　前記係合部(42,43)は、前記位置規定手段(M)を前記搬送ベッド(19)で受け支えた際に係
合を解除して、該位置規定手段(M)に対する前記支持部材(15)の移動を許容し、
　前記位置規定手段(M)は、前記シール体(11)がフィルムへ接触する時期に応じて前記搬
送ベッド(19)で受け支えられて、前記押さえ部材(25)を、前記搬出コンベヤ(14)の上を搬
送される筒状フィルム(F)の上面を押さえて支持する支持高さに位置付けるよう構成した
ことを特徴とする。
　請求項１に係る発明によれば、シール体で筒状フィルムに横シールする前に、目的の支
持高さに位置付けた押さえ部材の位置を、シール体が筒状フィルムを挟持して横シール・
切断するまでの間において変化させることなく維持し得るので、物品の高さに応じて横シ
ールする際の筒状フィルムの押さえ条件を適正に設定することができて、フィルムを良好
に脱気整形したもとで横シール・切断することができる。また、脱気整形に際して筒状フ
ィルムの支持高さを、物品を押し付けない高さに維持することができ、物品の上方からの
押し付け圧が物品に作用することがない。それにより、軟弱な物品であっても型崩れなど
のダメージを与えてしまうことがない。
【０００７】
　請求項２に係る発明では、前記係合部(42,43)は、前記上シール体(11)の下降位置に対
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して前記押さえ部材(25)が一定の前記支持高さに位置付く押さえ時期を調節する調節手段
(28)を設けたことを特徴とする。
　請求項２の発明によれば、押さえ部材を支持高さに位置付ける時期を変更設定できるの
で、サイズなどが異なる物品への品種変更の際に簡単に対応することができる。
【０００８】
　請求項３に係る発明では、前記位置規定手段(M)は、該位置規定手段(M)が前記搬送ベッ
ド(19)で受け支えられた際の前記押さえ部材(25)による筒状フィルム(F)における上面の
支持高さを変更可能な調節手段(27)を設けたことを特徴とする。
　請求項３の発明によれば、押さえ部材によるフィルム上面の支持高さを、物品高さに応
じた任意の高さに位置決めすることができる。
【０００９】
　請求項４に係る発明では、前記位置規定手段(M)は、スライドロッド(30)が前記支持部
材(15)に摺動自在に支持されると共に前記押さえ部材(25)が配設された本体(29)と、該本
体(29)に配設されて前記搬送ベッド(19)に支えられる規定部材(26)を備えると共に、前記
位置規定手段(M)は、前記係合部(42,43)での係合状態で下方付勢され、
　前記係合部(42,43)における係合の解除により、前記スライドロッド(30)に沿って前記
支持部材(15)が移動するよう構成したことを特徴とする。
　請求項４の発明によれば、支持部材に係合して昇降動する押さえ部材を、簡単な構成で
一定の支持高さに維持することができると共に、支持高さに位置付けた押さえ部材に対す
る支持部材の昇降動をスライドロッドにより良好に行うことができる。
【００１０】
　請求項５に係る発明では、前記一対のシール体(11,12)は、相互に離間する位置から相
互に接近して筒状フィルム(F)を挟持し、挟持状態で下流側に向けて移動した後に、相互
に離間し上流側に復帰する動作を行うよう構成され、
　前記整形手段(22)は、前記支持部材(15)に昇降動可能に配設されると共に、回転自在に
ローラ(34)を備え、
　該ローラ(34)は、シール体(11)の下流側に向けた移動時に、前記搬送ベッド(19)を転動
するよう構成したことを特徴とする。
　請求項５の発明によれば、横シール手段がボックスモーションを行う際に整形手段がシ
ール体と一体となって移動し、フィルム搬送方向へ移動する際に押さえ部材による筒状フ
ィルムの支持高さを維持して安定かつスムーズな移動がなされて、筒状フィルムの整形を
良好に行うことができる。
【００１１】
　請求項６に係る発明では、前記シール体(11)の上流において、案内面上を搬送される筒
状フィルム(F)の上面を覆う上部ガイド(48)と、左右両側面を案内する側部ガイド(49,49)
とにより筒状フィルム(F)を角筒状に案内する案内手段(47)を設けたことを特徴とする。
　請求項６の発明によれば、シール体の上流側を搬送される筒状フィルムの上面および左
右両側面を囲うガイドを設けたので、物品にダメージを与えることなく横シール・切断す
る際に筒状フィルムを安定的に角筒状に整形することができる。
【００１２】
　請求項７に係る発明では、前記整形手段(22)は、前記支持部材(15)における前記シール
体(11)を挟む上流と下流との夫々に配設したことを特徴とする。
　請求項７の発明によれば、シール体を挟むフィルム搬送方向の上流および下流の夫々に
整形手段を設けたので、筒状フィルムの整形効果を、より高めることができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、押さえ部材による筒状フィルムの支持高さを一定に維持して、物品に
ダメージを与えることなく、膨らみなく良好に整形されたピロー包装品を得ることができ
る。
【図面の簡単な説明】
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【００１４】
【図１】横形製袋充填機の要部を示す概略斜視図である。
【図２】横形製袋充填機のフィルム押さえ装置を示す概略側面図であって、(ａ)はシール
体が筒状フィルムを挟む前の整形手段の状態を示し、(ｂ)はシール体が筒状フィルムを挟
持した時の整形手段の状態を示す。
【図３】整形手段を横シール手段の下流側から見た概略図である。
【図４】整形手段の第１の変更例を示す要部概略側面図である。
【図５】整形手段の第２の変更例を示す要部概略側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　次に、本発明に係る横形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置を、例えば最中などか
らなる食品、その他の損傷し易い物品に適用した好適な実施例を挙げて、添付図面を参照
しながら以下説明する。
【実施例】
【００１６】
　横形製袋充填機(包装機)は、製袋手段で筒状に成形された筒状フィルムＦの長手方向の
重合端縁部に縦シール手段で連続的に縦シールを施しつつ、給送手段により筒状フィルム
Ｆを搬送下流側に向けて搬送する。また、製袋手段で成形された筒状フィルムＦ中へ供給
手段によって物品Ｗが所定間隔毎に供給され、筒状フィルムＦ中に供給された各物品Ｗ,
Ｗ間において、横シール手段１０における上下一対のシール体１１,１２で挟持して筒状
フィルムＦの搬送方向と交差する横シールを施すと共に切断することでピロー包装品(包
装品)が得られる。
【００１７】
　図１に示す如く、前記横シール手段１０を挟んで筒状フィルムＦの搬送上流側に搬送コ
ンベヤ１３が配設されると共に、搬送下流側には搬出コンベヤ１４が直列に配設される。
横シール手段１０は、搬送コンベヤ１３と搬出コンベヤ１４との間において、筒状フィル
ムＦの搬送路を挟んで第１支持部材(支持部材)１５と第２支持部材とが上下に対向して配
設され、両支持部材１５は作動機構によって相対的に接近・離間移動するよう構成される
。上側の第１支持部材１５に上シール体１１が支持されると共に、下側の第２支持部材に
下シール体１２が支持され、両支持部材１５が相互に接近することで、上下で対をなすシ
ール体１１,１２が筒状フィルムＦを挟持して、該フィルムＦにフィルム搬送方向と交差
する横シールが施される。
【００１８】
　前記一対のシール体１１,１２は、筒状フィルムＦから最も離間した初期位置から相互
に接近して筒状フィルムＦを挟持して横シールを施すと共に、該筒状フィルムＦを挟持し
た状態で搬送下流側に向けて所要距離だけ水平移動した後に、相互に離間して再び搬送上
流側に向けて移動する、所謂ボックスモーション動作を行うよう構成される。なお、シー
ル体１１,１２で筒状フィルムＦを挟持した際に、一方のシール体１１に配設されたナイ
フによってシール部分で筒状フィルムＦが切断される。
【００１９】
　前記搬送コンベヤ１３および搬出コンベヤ１４は、固定フレームに対して可動フレーム
をフィルム搬送方向の前後に移動自在に配設したコンベヤフレーム１６を備え、該コンベ
ヤフレーム１６に枢支した複数のプーリ間に夫々無端ベルト１７が走行可能に巻掛けられ
ている。搬出コンベヤ１４の搬送速度は、搬送コンベヤ１３の搬送速度よりも高速となる
よう設定される。また、搬送コンベヤ１３の終端と搬出コンベヤ１４の始端とに巻掛けら
れた各無端ベルト１７の転向部間には、小径ローラ１８が対応する可動フレームに夫々回
転自在に配設されている(図２参照)。
【００２０】
　前記搬送コンベヤ１３および搬出コンベヤ１４の対向端部は、開閉機構を介して横シー
ル手段１０に連繋されて、該横シール手段１０における上下のシール体１１,１２の動作
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位置に応じて相互に離間・接近移動すると共に、シール体１１,１２と一体的に筒状フィ
ルムＦの搬送方向前後に向けて移動するよう構成される(図２参照)。すなわち、シール体
１１,１２が相互に離間するのに伴って両コンベヤ１３,１４の対向端部が接近し、シール
体１１,１２が相互に近接して筒状フィルムＦを挟持する際には、前記対向端部が相互に
離間して、シール体１１,１２の移動を許容する隙間を両コンベヤ１３,１４の対向端部間
に形成するよう構成される(図２(ｂ)参照)。また、両コンベヤ１３,１４は、物品Ｗが供
給された筒状フィルムＦを載置して搬送する無端ベルト１７の下面を支持する搬送ベッド
(案内面)１９が、無端ベルト１７の左右幅より幅広に設定されて、その左右の縁部が無端
ベルト１７の両側から外側に延出している。そして、搬出コンベヤ１４において、搬送ベ
ッド１９における無端ベルト１７の左右両側から外側に延出する延出部(支え手段)１９ａ
に、後述する規定部材２６に設けたローラ３４が当接して転動可能に受け支えられるよう
構成される。
【００２１】
　前記一対のシール体１１,１２を挟むフィルム搬送方向の前後位置に、図３に示す如く
、前記筒状フィルムＦを挟んだ左右において一対の押し込み片２０,２０を夫々備えたガ
セット形成手段２１が配設される。ガセット形成手段２１は、一対のシール体１１,１２
におけるフィルム搬送方向前後に向けた移動と一体的に移動可能に配設されると共に、各
押し込み片２０,２０は、シール体１１,１２の昇降動に同期して相互に接近・離間移動さ
れて、前記搬送路から退避する退避位置とフィルム搬送中心に近接する折込み位置との間
を水平移動するよう構成される。そして、各押し込み片２０,２０は、一対のシール体１
１,１２で横シールされる筒状フィルムＦの側面を、高さ方向の中間において内側に押し
込むようになっている。なお、押し込み片２０,２０による筒状フィルムＷの押し込みは
、一対のシール体１１,１２が筒状フィルムＦに接触して挟み込み始める時期に合わせて
筒状フィルムＦの側面を内方へ押し込み終えていることが最も好適である。
【００２２】
　実施例のフィルム押さえ装置は、図１、図２に示す如く、前記一対のシール体１１,１
２より搬送下流側に配設された第１の整形手段２２を備える。第１の整形手段２２は、一
対のシール体１１,１２における上側の上シール体１１を支持して昇降動される前記第１
支持部材１５に支持されて、前記搬出コンベヤ１４の上方に臨み、該搬出コンベヤ１４ま
で送り込まれた筒状フィルムＦの終端部を上方から押さえて袋内の空気を脱気すると共に
、筒状フィルムＦの上面が膨らむことなく平らに整形するよう構成される。
【００２３】
　図２に示す如く、前記第１支持部材１５に、取付部材２３を介して保持部材２４が搬送
下流側に離間して配設され、該保持部材２４に対して前記第１の整形手段２２が、昇降移
動自在に支持されている。第１の整形手段２２は、筒状フィルムＦの上面を上方から支持
する押さえ部材２５と、該押さえ部材２５により筒状フィルムＦの上面を押さえて支持す
る支持高さを維持する位置規定手段Ｍと、該位置規定手段Ｍに設けられて押さえ部材２５
の前記支持高さを調節する第１の調節手段２７と、押さえ部材２５が支持高さに位置付け
られる押さえ時期を調節する第２の調節手段２８とを備える。また、第１の整形手段２２
は、第１支持部材１５(上シール体１１)の下降時に、位置規定手段Ｍを受け支える前記延
出部１９ａを備える。
【００２４】
　前記位置規定手段Ｍは、図３に示す如く、左右に離間する一対(複数)のスライドロッド
３０,３０の上端および下端を連結具３１,３２で連結した本体２９と、該本体２９に配設
されて一体的に昇降動する規定部材２６とを備え、一対のスライドロッド３０,３０が、
前記保持部材２４に対してスライドするように昇降動可能に支持されて、位置規定手段Ｍ
は、保持部材２４(第１支持部材)に対して自重によって下方付勢される。スライドロッド
３０,３０の下端を連結する下連結具３２に第１ブラケット３３を介して前記押さえ部材
２５が配設され、下連結具３２の下方において押さえ部材２５が前記無端ベルト１７の搬
送面と略平行に臨むよう構成される。また、押さえ部材２５は、筒状フィルムＦに収容さ
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れる物品Ｗの周縁部の大きさとなる物品Ｗの幅および前後方向の長さより大きく設定され
た平板状の部材であって、支持高さにおいて筒状フィルムＦの上面全域を覆うことができ
るように、物品Ｗの前後長さより長い領域に亘って略水平に支持し得るよう構成される(
図２(ｂ)参照)。
【００２５】
　前記規定部材２６は、図１、図３に示す如く、下側に開放するコ字状の部材であって、
幅方向に延在する基部材２６ａが、前記スライドロッド３０,３０に対して昇降動自在に
支持される。また、基部材２６ａの左右両端から下方に延在する各脚部材２６ｂの下端部
に、ローラ３４が回転自在に支持されており、両ローラ３４,３４は、前記搬出コンベヤ
１４における無端ベルト１７の走行域の左右両側において、前記搬送ベッド１９の延出部
１９ａ,１９ａの上面に当接可能に構成される。ローラ３４,３４が搬送ベッド１９に当接
して受け支えられた状態では、ローラ３４,３４の下端は、前記押さえ部材２５より下方
に位置しており、搬出コンベヤ１４上において押さえ部材２５は所定高さの支持高さに位
置付けられるよう構成される。各脚部２６ｂは、基部材２６ａに対して上下方向に延在す
る長孔部２６ｃに沿って位置調節可能に取り付けられている。
【００２６】
　前記第１の調節手段２７は、図１～図３に示す如く、前記第１ブラケット３３に回転可
能に配設されて上下方向に延在する第１ネジ軸３５と、前記規定部材２６の基部材２６ａ
に設けられて第１ネジ軸３５が螺挿される第１雌ネジ孔とを備え、規定部材２６および前
記押さえ部材２５は、第１の調節手段２７によって一体的に移動可能に構成される。なお
、図に示す符号３６は、位置固定用の第１ロックナットを示す。また、第１ネジ軸３５の
上端には第１調節ノブ３７が設けられ、該第１調節ノブ３７によって第１ネジ軸３５を正
逆回転することで、規定部材２６が前記スライドロッド３０,３０に対して上下方向に移
動するよう構成される。これによって、前記押さえ部材２５と、前記搬送ベッド１９で受
け支えられるローラ３４との相対的な高さ位置を変更することができる。すなわち、ロー
ラ３４が前記搬送ベッド１９に当接して規定部材２６が受け支えられた状態で、押さえ部
材２５の支持高さを、物品Ｗの高さ寸法に応じて調節することができる。そして、押さえ
部材２５の支持高さは、筒状フィルムＦの上面を上方から押さえた際に、物品Ｗの上面よ
り高い位置、すなわちフィルムが物品Ｗの上面に押し付けられることのない位置に調節さ
れる。また、第１ブラケット３３には、第１ネジ軸３５と平行に延在し、所要間隔で目盛
りを付した第１スケール３８が設けられると共に、前記基部材２６ａには、目盛りを指し
示す第１指針３９(図４参照)が設けられており、位置調節した値を、正確に知り得る。
【００２７】
　前記第２の調節手段２８は、図１～図３に示す如く、前記保持部材２４に設けられた第
２雌ネジ孔と、該第２雌ネジ孔に螺挿されて上下方向に延在する第２ネジ軸４１とを備え
、第２雌ネジ孔から上方に延出する第２ネジ軸４１の上端部に、ゴムなどの弾性体からな
る当接部４２が設けられている。なお、図に示す符号４０は、位置固定用の第２ロックナ
ットを示す。また、前記スライドロッド３０,３０の上端を連結する上連結具３１に、第
２ブラケット４３が設けられ、該第２ブラケット４３の下面に前記当接部４２が下方から
当接可能に構成されている。そして、当接部４２が第２ブラケット４３の下面に当接して
係合した状態で、前記本体２９(位置規定手段Ｍ)は上シール体１１(第１支持部材１５)と
一体的に上下方向に移動し得るよう構成されると共に、第２ブラケット４３に対して当接
部４２が離間した非係合状態では、本体２９(位置規定手段Ｍ)と上シール体１１(第１支
持部材１５)との相対的な移動が許容される。前記第２ネジ軸４１の下端部には第２調節
ノブ４４が設けられ、該第２調節ノブ４４によって第２ネジ軸４１を正逆回転することで
、保持部材２４(第１支持部材１５)に対する当接部４２の高さ位置を調節するよう構成さ
れる。これによって、前記本体２９と一体に移動する押さえ部材２５が、筒状フィルムＦ
の上面を上方から押さえて支持する支持高さに位置付く押さえ時期を設定することができ
る。実施例では、一対のシール体１１,１２が筒状フィルムＦに接触する時期に応じた最
適な時期に、位置規定手段Ｍが前記搬送ベッド１９の延出部１９ａで受け支えられて、押
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さえ部材２５を前記支持高さに位置付ける押さえ時期が設定される。すなわち、実施例で
は、前記一対のシール体１１,１２が筒状フィルムＦに接触する前の時期(フィルム接触時
期)であって、前記ガセット形成手段２１の押し込み片２０,２０が筒状フィルムＦの側面
を押し込む前の時期(フィルム押し込み時期)に、押さえ部材２５が筒状フィルムＦの上面
を上方から押さえて平らに支持するように押さえ時期が調節される。実施例では、第１支
持部材１５に設けた当接部４２と、本体２９(位置規定手段Ｍ)に設けた第２ブラケット４
３とから、第１支持部材１５および位置規定手段Ｍを係合可能な係合部が構成されて、該
係合部に第２の調節手段２８が設けられる。そして、係合部４２,４３による第１支持部
材１５と位置規定手段Ｍとの係合状態において、前記押さえ部材２５の第１支持部材１５
に対する位置を第２の調節手段２８によって調節することで、上シール体１１が下降移動
する際の下降位置との関係で押さえ部材２５が支持高さに位置付く押さえ時期が変更され
る。なお、実施例では、係合部４２,４３の係合状態で第１支持部材１５と一体的に移動
する位置規定手段Ｍが自重によって下方付勢されるようにしたが、バネ等の弾性部材によ
って下方付勢することもできる。
【００２８】
　前記第２ブラケット４３には、第２ネジ軸４１と平行に延在し、所要間隔で目盛りを付
した第２スケール４５が設けられると共に、前記保持部材２４には、目盛りを指し示す第
２指針４６(図４参照)が設けられており、位置調節した値を、正確に知り得る。なお、第
１の調節手段２７の第１スケール３８の目盛りによって、筒状フィルムＦの上面を押さえ
部材２５が支持する支持高さを示し、第２の調節手段２８の第２スケール４５の目盛りに
よって、搬出コンベヤ１４上の筒状フィルムＦの上面に押さえ部材２５が接触開始する高
さ(物品Ｗの高さ＋α)を示す。また、第１および第２の調節手段２７,２８の各スケール
３８,４５の目盛りは、横形製袋充填機において作業者が各種作業を行う運転操作側に向
いている。
【００２９】
　実施例のフィルム押さえ装置は、図１に示す如く、前記一対のシール体１１,１２より
搬送上流側に配設された第２の整形手段(案内手段)４７を備える。第２の整形手段４７は
、前記搬送コンベヤ１３に配設されて、該搬送コンベヤ１３の無端ベルト(案内面)１７で
搬送される筒状フィルムＦを角筒状に整形するよう構成される。第２の整形手段４７は、
筒状フィルムＦを上方から覆ってフィルム上面が平らになるように案内する上部ガイド４
８と、筒状フィルムＦの左右両側面が平らになるように案内する一対の側部ガイド４９,
４９とを備え、搬送コンベヤ１３で搬送される筒状フィルムＦを、上部ガイド４８および
一対の側部ガイド４９,４９によって角筒状となるように案内する。両側部ガイド４９,４
９は、搬送コンベヤ１３の搬送終端付近まで延在している(図２参照)。なお、上部ガイド
４８は、高さ調節手段５０によって物品Ｗの高さ寸法に応じた位置に位置調節可能に構成
されると共に、両側部ガイド４９,４９は、幅調節手段５１によって物品Ｗの幅寸法に応
じた位置に位置調節可能に構成される。
【００３０】
　次に、実施例に係る横形製袋充填機におけるフィルム押さえ装置の作用について説明す
る。
【００３１】
　所定間隔毎に物品Ｗが収容された筒状フィルムＦは、前記搬送コンベヤ１３に載置され
て横シール手段１０に向けて搬送される過程で、前記第２の整形手段４７の上部ガイド４
８および一対の側部ガイド４９,４９によって上面および左右の両側面が案内されて角筒
状に整形される。前記一対のシール体１１,１２が相互に離間する位置から接近する過程
で、前記ガセット形成手段２１の押し込み片２０,２０が退避位置から折込み位置に移動
し、一対のシール体１１,１２による横シール位置を挟むフィルム搬送方向の前後で筒状
フィルムＦの両側面を内側に押し込むことで、筒状フィルムＦの物品Ｗを挟む前後側面に
ガセットが施される。なお、ガセット形成手段２１の押し込み片２０,２０は、上シール
体１１が筒状フィルムＦの上面に接触する時期に合わせて筒状フィルムＦの側面を内方へ
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押し込むことが好ましい。また、筒状フィルムＦに収容された物品Ｗが搬送コンベヤ１３
から搬出コンベヤ１４への渡り部を通過した後に、搬送コンベヤ１３および搬出コンベヤ
１４の対向する対向端部が相互に離間し、上下のシール体１１,１２がフィルムを挟持す
るよう移動(シール体１１,１２の対向移動)するのを許容する隙間を画成する。
【００３２】
　前記一対のシール体１１,１２が筒状フィルムＦに接触する前の時期であって、前記ガ
セット形成手段２１の押し込み片２０,２０が筒状フィルムＦの側面を押し込む前の時期
において、前記第２ブラケット４３の下面に当接部４２が当接した係合状態で上シール体
１１と一体に下降移動する第１の整形手段２２の押さえ部材２５が、筒状フィルムＦを上
方から押さえることで袋内の空気は脱気される。そして、押さえ部材２５が上面に押し付
けられた筒状フィルムＦが物品Ｗを押し付けることなく物品高さより僅かに高い位置に位
置付くのに合わせて、図２(ａ)に示す如く、前記規定部材２６のローラ３４,３４が前記
搬送ベッド１９に当接して規定部材２６が受け支えられ、前記押さえ部材２５による支持
高さが維持されて筒状フィルムＦの上面を平らに支持する。
【００３３】
　前記上シール体１１が更に下降移動すると、図２(ｂ)に示す如く、前記搬送ベッド１９
で受け支えられた規定部材２６によって下降移動が規制された本体２９の第２ブラケット
４３から当接部４２が離間して係合が解除され、本体２９に対する上シール体１１の下降
移動により、一対のシール体１１,１２が筒状フィルムＦを上下から挟持することで、該
筒状フィルムＦに横シール・切断が施されてピロー包装品が得られる。また、前記脚部材
２６ｂ,２６ｂに設けたローラ３４,３４が搬出コンベヤ１４の搬送ベッド１９に当接して
いる第１の整形手段２２は、シール体１１,１２および搬出コンベヤ１４(搬送ベッド１９
)のフィルム搬送方向前後に向けた移動時には搬送ベッド１９上をローラ３４,３４が転動
して、前記押さえ部材２５を支持高さに維持したままスムーズに移動する。
【００３４】
　前記筒状フィルムＦを挟持した一対のシール体１１,１２が相互に離間移動する過程に
おいて、前記上シール体１１の上昇移動に伴って前記保持部材２４に配設した第２の調節
手段２８の当接部４２が前記第２ブラケット４３の下面に下方から当接して係合状態とな
った以降は、上シール体１１と共に第１の整形手段２２の本体２９および規定部材２６が
上昇移動することで、前記ローラ３４,３４が搬送ベッド１９から離間して前記押さえ部
材２５によるピロー包装品上部におけるフィルムの支持が解放される。搬出コンベヤ１４
の無端ベルト１７は、搬送コンベヤ１３の無端ベルト１７より高速で走行しているので、
横シール手段１０により横シール・切断されて得られたピロー包装品は、押さえ部材２５
により包装品の上方が所定高さで覆われた状態で、筒状フィルムＦの終端から確実に切離
されて下流へ向けて搬送される。また、シール体１１,１２が筒状フィルムＦを解放する
までの所要のタイミングで、前記ガセット形成手段２１の押し込み片２０,２０が退避位
置に向けて後退すると共に、開閉機構によって搬送コンベヤ１３および搬出コンベヤ１４
の対向端部が相互に接近し、物品Ｗが供給された筒状フィルムＦのコンベヤ間の搬送が安
定的に行われる。
【００３５】
　実施例のフィルム押さえ装置は、一対のシール体１１,１２が筒状フィルムＦに接触す
る前の時期において、上シール体１１と一体的に下降移動する前記押さえ部材２５によっ
て筒状フィルムＦが上方から押さえられるので、袋内の空気を効果的に抜くことができる
。また、押さえ部材２５は、筒状フィルムＦを搬送する搬出コンベヤ１４の搬送ベッド１
９で規定部材２６が受け支えられることで一定の支持高さに維持されるので、筒状フィル
ムＦを物品Ｗに押し付けることはなく、軟弱な物品Ｗであっても型崩れなどのダメージを
与えることなく筒状フィルムＦの終端を膨らみなく整形することができる。また、押さえ
部材２５は、シール体１１,１２が筒状フィルムＦを挟持して横シール・切断するまでの
間に亘って一定の支持高さに維持されるので、良好にフィルムが整形された状態で横シー
ル・切断することができる。更に、前記規定部材２６にローラ３４,３４を設け、該ロー
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ラ３４,３４が搬送ベッド１９上を転動するよう構成したので、ボックスモーション式の
横シール手段１０においても、前記押さえ部材２５を支持高さに位置付かせてスムーズに
搬送下流側に移動することができ、筒状フィルムＦの整形を良好に行うことができる。
【００３６】
　実施例では、前記ガセット形成手段２１の押し込み片２０,２０によって筒状フィルム
Ｆの側面を押し込む前の時期において、前記押さえ部材２５を物品高さに応じた支持高さ
に位置付けて筒状フィルムＦの上面を支持するようにしたので、ガセット形成手段２１に
よるガセット形成が良好に行われる。従って、ガセットが施された角筒状のピロー包装品
において、得られる袋が型崩れして見栄えを損ねることがない良好な包装品を安定的に得
ることができる。また、前記第１の整形手段２２は、上シール体１１と一体的に移動する
よう構成し、エアシリンダなどの専用の駆動手段を用いないので、第１の整形手段２２の
作動機構を簡略化して軽量化を図ることができると共に、電気的な制御負荷を軽減するこ
とができる。更に、実施例のフィルム押さえ装置は、横シール手段１０より搬送上流側に
、筒状フィルムＦを角筒状に整形する第２の整形手段４７を配設しているので、筒状フィ
ルムＦの整形効果を高めることができ、横シール手段１０を挟む搬送方向の上流側および
下流側において筒状フィルムＦを夫々角筒状に整形した状態で良好に横シール・切断する
ことができる。
【００３７】
　複数品種の包装において、異なる物品Ｗの高さ寸法に応じて、前記第１の調節手段２７
の第１調節ノブ３７を用いて第１ネジ軸３５を正逆回転することで、第１ネジ軸３５と第
１雌ネジ孔との螺合作用下に、前記本体２９に対して規定部材２６が上下方向に移動する
。これにより、規定部材２６の下端となるローラ３４,３４と前記押さえ部材２５との相
対的な高さ位置が変化する。従って、最中などの損傷し易い物品でも押さえ部材２５によ
る支持高さを、物品Ｗの上部を押し付けずに筒状フィルム上面を支持し得る位置に調節す
ることができる。なお、第１ネジ軸３５を正逆回転して押さえ部材２５の支持高さを調節
した後は、前記第１ロックナット３６により第１ネジ軸３５を位置固定する。
【００３８】
　また、前記シール体１１,１２の動作位置や、ガセット形成手段２１の押し込み片２０,
２０によるフィルム押し込み時期とに対応して押さえ部材２５による筒状フィルムＦの押
さえ時期の設定は、前記第２の調節手段２８の第２調節ノブ４４を用いて第２ネジ軸４１
を正逆回転することで、第２ネジ軸４１と第２雌ネジ孔との螺合作用下に、前記保持部材
２４に対して前記当接部４２が上下方向に移動する。これにより、前記第２ブラケット４
３の下面に当接部４２が当接した係合状態の保持部材２４と前記ローラ３４,３４との相
対的な高さ位置が変化し、前記上シール体１１と共に規定部材２６が下降移動する際に、
該規定部材２６のローラ３４,３４が搬送ベッド１９で受け支えられて、前記押さえ部材
２５が、筒状フィルムＦの上面を押さえる前記支持高さまで至る押さえ時期が設定される
。なお、第２ネジ軸４１を正逆回転して押さえ部材２５の押さえ時期を調節した後は、前
記第２ロックナット４０により第２ネジ軸４１を位置固定する。すなわち、押さえ部材２
５による筒状フィルムＦの支持高さや押さえ時期は、各調節手段２７,２８により任意に
設定できる。また、実施例の如く、ネジ軸３５,４１を回転するだけであるので、物品性
状に合わせて適正かつ正確に調節することができる。また、前記第１の調節手段２７およ
び第２の調節手段２８による位置調節に際し、対応する指針３９,４６が指し示すスケー
ル３８,４５の目盛りを確認しながら正確に位置調節できる。
【００３９】
(変更例)
　図４、図５は、フィルム押さえ装置の変更例を示すものであって、前記実施例と異なる
部分についてのみ説明し、既出の同一部材および同一機能の部材には同じ符号を付して詳
細説明は省略する。
【００４０】
　図４に示す第１の変更例のフィルム押さえ装置は、前記第１支持部材１５の搬送方向の
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上流側の第２の整形手段として、実施例に示す第１の整形手段２２と同じ整形手段を配設
した。すなわち、前記第１支持部材１５を挟む搬送方向の上流側に配設した第２の整形手
段２２と、下流側に配設した第１の整形手段２２とは対称の構成である。なお、搬送コン
ベヤ１３に対応して配設される第２の整形手段２２の規定部材２６のローラ３４は、搬送
コンベヤ１３の無端ベルト１７を支持する搬送ベッド１９の延出部(支え手段)１９ａで受
け支えられる。このようにした第１の変更例のフィルム押さえ装置では、シール体１１,
１２による横シール位置を挟むフィルム搬送方向の前後において、第１の整形手段２２お
よび第２の整形手段２２により適切、かつ良好に筒状フィルムＦを支持して整形すること
ができる。
【００４１】
　図５に示す第２の変更例のフィルム押さえ装置は、実施例の第２の整形手段４７に代え
て、筒状フィルムＦの上面を押付け部材５３の自重により押さえる構成の別第２の整形手
段５２を採用している。この別第２の整形手段５２は、前記第１支持部材１５に第２の取
付部材５４を介して第２の保持部材５５が搬送上流側に離間して配設され、該第２の保持
部材５５に対して上下方向に移動自在に支持されたスライドシャフト５６の下端に、スポ
ンジや軟質ゴム等の弾性変形可能な材料でブロック状に形成された押付け部材５３が配設
されている。
【００４２】
　前記押付け部材５３は、前記スライドシャフト５６に設けた係止部５６ａが前記第２の
保持部材５５の上面に当接した状態で、上シール体１１と一体的に上下方向に移動可能に
構成されると共に、押付け部材５３が筒状フィルムＦを介して物品上面に当接した以降は
、スライドシャフト５６に対して第２の保持部材５５が相対的に移動することで、物品Ｗ
には押付け部材５３およびスライドシャフト５６の自重のみが加わるよう構成される。こ
の第２の変更例のフィルム押さえ装置では、別第２の整形手段５２として、自重によって
筒状フィルムＦの上面を押さえる押付け部材５３を採用しているので、オーダ変更によっ
て物品Ｗの高さ寸法が変化しても、押付け部材５３を位置調節する必要はなく、オーダ変
更に伴う調節時間を短縮することができる。また、別第２の整形手段５２は、押付け部材
５３による押し付けによってダメージを受けない性状の物品Ｗに適用される。
【００４３】
(その他の変更例)
　本発明は前記した実施例等の構成に限定されるものではなく、例えば、以下のようにも
変更実施可能である。また、以下の変更例に限らず、実施例等に記載した構成については
、本発明の主旨の範囲内において種々の実施形態を採用し得る。
(1) 横シール手段１０は、ボックスモーション式に限らず、一対のシール体１１,１２が
定位置で対向して開閉移動する間欠式の横形製袋充填機にも適用することができる。
(2) 押さえ部材２５の支持高さおよび押さえ時期を調節する調節手段２７,２８は、高さ
の異なる複数品種に対応して設定変更を要する場合など、必要に応じて採用すればよい。
(3) 搬送コンベヤ１３に対応して第２の整形手段２２,５２を配設する図４,図５に示す変
更例の構成においては、必要に応じて筒状フィルムＦの左右両側面を支持する側部ガイド
を併用することができる。また、搬送コンベヤ１３に対応して配設される第２の整形手段
２２,４７,５２は、使用されるフィルムの性状や、物品の性状などに応じて設ければよく
、該第２の整形手段２２,４７,５２を省略することができる。
(4) 搬送コンベヤ１３を省略し、給送手段により搬送されるフィルムを介して搬送ベッド
(案内面)に載置された物品Ｗが搬送される構成を採用することができる。
【符号の説明】
【００４４】
　１０ 横シール手段，１１ 上シール体(シール体)，１２ 下シール体(シール体)
　１４ 搬出コンベヤ，１５ 第１支持部材(支持部材)，１７ 無端ベルト(案内面)
　１９ａ 延出部(支え手段)，２１ ガセット形成手段，２２ 第１の整形手段
　２５ 押さえ部材，２６ 規定部材，２７ 第１の調節手段，２８ 第２の調節手段
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　２９ 本体，３０ スライドロッド，３４ ローラ，４２ 当接部(係合部)
　４３ 第２ブラケット(係合部)，４７ 第２の整形手段(案内手段)，４８ 上部ガイド
　４９ 側部ガイド，Ｍ 位置規定手段

【図１】 【図２】
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